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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第２四半期
連結累計期間

第13期
第２四半期
連結累計期間

第12期

会計期間
自平成27年１月１日
至平成27年６月30日

自平成28年１月１日
至平成28年６月30日

自平成27年１月１日
至平成27年12月31日

売上高 （千円） 32,373,247 30,960,030 65,606,744

経常利益又は経常損失（△） （千円） △1,768,780 234,845 △1,757,237

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △2,672,608 △121,673 △2,644,300

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △2,685,445 △225,458 △2,552,694

純資産額 （千円） 3,335,142 3,163,943 3,337,929

総資産額 （千円） 23,103,986 19,144,718 21,414,069

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）
（円） △55.48 △2.52 △54.88

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 12.6 15.0 14.3

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） 1,730,289 1,083,623 3,770,195

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △2,117,627 △819,242 △2,534,321

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） 649,690 △808,046 △417,788

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 3,060,066 3,073,271 3,619,039

回次
第12期

第２四半期
連結会計期間

第13期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

１株当たり四半期純損失金額

(△)又は１株当たり四半期純利

益金額

（円） △50.23 1.27

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としておりま

す。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

第１四半期連結会計期間より、ランフォワードパワー株式会社は解散し、ビックソーラーパーク２号匿名組合は匿

名組合事業が終了したため、連結の範囲から除外しております。

また、日本電力株式会社は全株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。

この結果、平成28年６月30日現在、当社グループは、当社および子会社11社により構成されております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

（継続企業の前提に関する重要事象等）

当社グループは、前連結会計年度まで２期連続で営業損失を計上しております。また、当社のリース取引やコミッ

トメントライン契約において、経常利益および純資産の維持等に関する財務制限条項が設けられているものがあり、

当該財務制限条項に抵触することとなった際には、期限の利益を喪失するおそれがあります。

そのため、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりますが、「３ 財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載のとおり、当該重要事象等を解消するための対応策

を実施しているため、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。

前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、当第２四半期連結累計期間において重要な変更

があった事項は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

（不適切な会計処理に関する影響について）

当社は、過去の不適切な会計処理により、当社の内部管理体制等については改善の必要性が高いと判断されたた

め、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」という。）より当社株式について平成27年１月29日付で特設

注意市場銘柄に指定されました。その後、当該指定から１年後の平成28年１月29日に有価証券上場規程に定められた

内部管理体制確認書を東京証券取引所へ提出いたしましたが、当社の内部管理体制等につき、なお確認する必要があ

るため、平成28年５月31日に当社株式について特設注意市場銘柄の指定を継続する旨の通知を受けました。

そして、本年７月29日をもって当該指定から１年６ヶ月が経過することとなり、当社は、平成28年７月29日付で東

京証券取引所に内部管理体制確認書を再度提出しております。

その確認書に基づき当社の内部管理体制等を東京証券取引所が確認し、内部管理体制等について改善がなされなか

ったと認められた場合には、当社株式の上場廃止が決定されるため、当社株式について上場廃止となるおそれがある

と判断され、平成28年７月29日付で監理銘柄（審査中）に指定されております。

当社株式に係る特設注意市場銘柄の指定が解除された場合も継続的に内部管理体制等の整備に努めてまいります

が、将来的に法令違反等の問題が発生した場合、又はレピュテーションの毀損等による影響のほか、今回の不適切な

会計処理を原因として、当社に対して株主及び株主グループが損害賠償を求め訴訟提起し、当社への損害賠償請求が

認められた場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

（行政処分について）

当社は、平成28年５月24日付「金融庁による課徴金納付命令の決定について」にて、公表のとおり、過年度の有価

証券報告書等の訂正に関して、重要な事項につき虚偽の記載があるとして、証券取引等監視委員会から内閣総理大臣

及び金融庁長官に対し、当社に対し課徴金納付命令を発出するよう勧告がなされ、平成28年５月23日付にて金融庁よ

り納付すべき課徴金の額258,480千円及び納付期限を平成28年７月25日とする旨の決定を受けております。

当社は、課徴金納付に備える損失として、第１四半期において課徴金258,480千円を特別損失に計上し、上記の納

付期限までに課徴金を納付しております。

２【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会

社）が判断したものであります。

(1) 業績の状況

①経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府主導の経済・金融政策により企業収益や雇用情勢の改善傾

向が続いたものの、急激な円高の進行や新興国経済の減速、欧州における英国のＥＵ離脱問題などにより、先行きが

不透明な状況が続いております。

当社グループの属する電力業界を取り巻く環境におきましては、平成28年４月の電力の小売全面自由化に伴う小売

電気事業者の登録企業数が331社（平成28年８月４日現在）に達し、異業種から新規事業として電力小売事業へ参入

する事業者の増加等、電力システム改革による業界の動きが加速しております。

このような環境のもと、当社グループは、平成27年度からの既存事業の選択と集中の方針に伴い、エネルギーエー

ジェントサービス（※１）（平成28年４月より「電力代理購入サービス」より名称変更）及び小売電気事業者向け電

力需給管理サービスの拡大を進めております。

また、コーポレートガバナンスの見直し等の内部管理体制の改善、強化に取り組むとともに、関係会社の売却、整

理を進め、第１四半期連結会計期間より子会社３社を連結範囲から除外いたしました。

以上の結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は、30,960,030千円（前年同期比4.4％減）と電

源開発における販売案件縮小等により前年同期に比べ1,413,216千円減少しました。

一方で売上総利益は、1,902,569千円（前年同期比1,325.1％増）と前年同期に比べ1,769,062千円の大幅な増加を

達成いたしました。これは、エネルギーエージェントサービスにおいて、調達電源のエリア間過不足を効率的に融通

する等の原価低減策や、調達単価を抑えやすい西日本エリアの顧客割合増加により採算性が向上したこと、及び電力

卸取引において小売電気事業者への相対取引量の増加に伴う、価格下落リスクのある市場取引量の減少によって採算

性が改善したこと、さらに前年同期には、電源開発においてたな卸資産評価損等の一過性損失が計上されていたこと

等が要因となっております。

また、研究開発費の減少やコスト削減策の実施等により販売費及び一般管理費が前年同期に比べ510,644千円減少

したこと等から、営業利益は579,886千円（前年同期は営業損失1,699,819千円）となり、営業外費用にて平成28年３

月のコミットメントライン契約設定に伴う手数料159,000千円や貸倒引当金繰入額90,977千円を計上したこと等によ

り、経常利益は234,845千円（前年同期は経常損失1,768,780千円）となりました。

さらに、特別利益として子会社株式売却に伴う関係会社株式売却益85,895千円を計上する一方、特別損失として電

力システム改革による制度変更に伴い利用しなくなった事業システムの除却損失102,992千円及び過年度決算訂正に

伴う課徴金258,480千円を計上したことにより、親会社株主に帰属する四半期純損失は121,673千円（前年同期は

2,672,608千円の損失）となりました。

各事業における概況は次のとおりです。

（エネルギーマネジメント事業）

ストック型ビジネスであり、電力の調達先を仲介するエネルギーエージェントサービスにおいて、管理電力は前年

同期の平成27年６月時点の約70万kWから、平成28年６月時点では約91万kWまで拡大いたしました。これに伴い、エネ

ルギーサービス売上高は25,026,504千円（前年同期比15.7％増）となりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間のエネルギーマネジメント事業の売上高は、25,518,034千円（前年同期比

14.6％増）となりました。

（パワーマーケティング事業）

電源開発については、事業の選択と集中の方針に沿って、第１四半期連結会計期間に販売用発電所の売却が進んだ

ことから、電源開発に係るたな卸資産の残高は平成28年６月末時点において129,827千円まで減少しております。ま

た、電力卸取引におきましては、発電事業者から電力を調達し、小売電気事業者等へ販売する卸取引スキームから、

当社が仲介し小売電気事業者が発電事業者より直接電力を調達するスキームへ切替を進めたことにより、前年同期に

比べ売上高、売上原価が減少しております。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間のパワーマーケティング事業の売上高は、5,441,996千円（前年同期比

46.1％減）となりました。

（その他）

上記のほか、平成28年７月に、経済産業省の「バーチャルパワープラント（※２）構築実証事業」の一つである

「一般送配電事業者が活用するネガワット取引（※３）の技術実証」及び「IoTとビッグデータを活用した先駆的VPP

実証事業」に採択されるなど、新しい技術サービスへの取り組みも行っております。

〔用語解説〕
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（※１）エネルギーエージェントサービス：部分供給制度を用いて複数の電気事業者から当社グループが電力需要家

に代わって電力を調達する「電力代理購入サービス」のスキームの見直しを行い、需要家へのメリットを維

持しつつ、需要家が小売電気事業者と直接契約する方式として「エネルギーエージェントサービス」へ平成

28年４月よりサービスの名称を変更したもの。

（※２）バーチャルパワープラント（VPP）：電力グリッド上に散在する再生可能エネルギーや蓄電池等のエネルギ

ー設備、ディマンドリスポンス（※４）等の需要側の取り組みを統合的に制御し、あたかも一つの発電所

（仮想発電所）のように機能させるシステム。

（※３）ネガワット取引：ディマンドリスポンス（※４）の一種。事業者からの要請に応じて需要家が需要を抑制

し、その抑制量に応じた対価を事業者が支払うもの。

（※４）ディマンドリスポンス（DR）：電力の供給状況に応じてスマートに電力需要（消費パターン）を変化させる

取り組み。

②財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比較して2,269,351千円減少し19,144,718

千円となりました。これは主として、電源開発案件の売却が進んだこと等により、たな卸資産が1,192,292千円減少

したこと、買掛金の決済等により現金及び預金が545,768千円減少したこと等によるものです。

また、負債合計は、前連結会計年度末に比較して2,095,365千円減少し、15,980,774千円となりました。これは主

として、買掛金が1,488,775千円減少したことや、電源開発案件の借入金返済等により長期借入金が1,331,379千円減

少したこと等によるものです。

純資産合計は、当第２四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純損失の計上等により、前連結会計年度

末に比較して173,986千円減少し3,163,943千円となりました。

③事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するた

めの対応策

当社グループは、前連結会計年度まで２期連続の営業損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義を

生じさせるような事象又は状況が存在しております。これは、主に電源開発におけるたな卸資産の評価減等によって

生じた売上原価の増加や、内部管理体制強化に伴うコンサルティング費用の発生等、販売費及び一般管理費の増加を

主な要因としており、それらは一過性の費用と判断しております。

また、当社のリース取引やコミットメントライン契約において、経常利益および純資産の維持等に関する財務制限

条項が設けられているものがあり、今後もその財務制限条項に抵触する可能性がありますが、このような事象又は状

況を解消又は改善すべく、事業の選択と集中によって安定的収益基盤を構築し、業績の回復、財務体質強化を図って

おります。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、3,073,271千円となりまし

た。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、1,083,623千円となりました。

主な要因は、電源開発案件の売却等によるたな卸資産の減少1,191,862千円などの増加要因があったことによるも

のです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、819,242千円となりました。

主な要因は、発電所建設資金の支払等の有形固定資産の取得による支出954,749千円などの減少要因があったこと

によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、808,046千円となりました。

主な要因は、短期借入金の純増による収入401,067千円などの増加要因に対し、長期借入金の返済による支出

1,130,315千円などの減少要因があったことによるものです。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題についての重要な変更はありません。
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(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は3,416千円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5) 従業員数

著しい増減はありません。

6079/E27900/エナリス/2016年
－7－



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,336,545 48,336,545
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株

であります。

計 48,336,545 48,336,545 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発 行 済 株 式
総 数 増 減 数

（株）

発 行 済 株 式
総 数 残 高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資 本 準 備 金
増 減 額

（千円）

資 本 準 備 金
残 高

（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
10,000 48,336,545 1,460 3,559,565 1,460 4,524,707

（注） 新株予約権（ストック・オプション）の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

平成28年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

池田 元英 東京都足立区 11,825 24.46

池田 奈月 東京都足立区 11,825 24.46

楽天証券株式会社 東京都世田谷区玉川一丁目14番１号 666 1.38

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 553 1.14

渡部 健 東京都板橋区 450 0.93

ＮＩＦＳＭＢＣ－Ｖ２００６Ｓ３

投資事業有限責任組合
東京都中央区八重洲一丁目３番４号 358 0.74

BARCLAYS CAPITAL SECURITIES 

LIMITED

（常任代理人 バークレイズ証券

株式会社）

5 THE NORTH COLONNADE CANARY WHARF 

LONDON E14 4BB UNITED KINGDOM

（東京都港区六本木六丁目10番１号）

336 0.70

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 267 0.55

古賀 洋行 東京都江東区 250 0.52

千本 倖生 東京都大田区 225 0.47

計 － 26,757 55.36
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

122,900
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

48,208,500
482,085 －

単元未満株式（注）
普通株式

5,145
－ －

発行済株式総数 48,336,545 － －

総株主の議決権 － 482,085 －

（注） 単元未満株式には、当社保有の自己株式50株が含まれています。

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社エナリス

東京都足立区千住

一丁目４番１号

東京芸術センター

122,900 － 122,900 0.25

計 － 122,900 － 122,900 0.25

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,619,039 3,073,271

受取手形及び売掛金 5,185,702 5,964,619

営業未収入金 2,286,834 1,910,432

たな卸資産 ※１1,627,910 ※１435,618

その他 1,225,314 846,150

流動資産合計 13,944,801 12,230,093

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 1,201,551 1,187,630

建設仮勘定 1,828,536 1,864,078

その他 2,304,800 2,136,107

有形固定資産合計 5,334,889 5,187,816

無形固定資産

のれん 299,202 291,328

その他 1,017,294 795,503

無形固定資産合計 1,316,497 1,086,832

投資その他の資産 ※２817,881 ※２639,976

固定資産合計 7,469,268 6,914,625

資産合計 21,414,069 19,144,718

負債の部

流動負債

買掛金 9,004,358 7,515,582

短期借入金 ※３4,713,662 ※３5,273,729

1年内返済予定の長期借入金 472,051 673,115

1年内償還予定の社債 17,500 －

未払法人税等 85,714 70,635

その他 1,006,555 1,024,795

流動負債合計 15,299,843 14,557,859

固定負債

長期借入金 1,589,146 257,766

その他 1,187,150 1,165,148

固定負債合計 2,776,296 1,422,915

負債合計 18,076,140 15,980,774

純資産の部

株主資本

資本金 3,556,645 3,559,565

資本剰余金 4,571,057 4,573,977

利益剰余金 △5,042,048 △5,117,860

自己株式 △35,522 △35,522

株主資本合計 3,050,130 2,980,159

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 276 △106,366

為替換算調整勘定 4,952 2,849

その他の包括利益累計額合計 5,228 △103,517

非支配株主持分 282,570 287,301

純資産合計 3,337,929 3,163,943

負債純資産合計 21,414,069 19,144,718
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

売上高 32,373,247 30,960,030

売上原価 32,239,739 29,057,461

売上総利益 133,507 1,902,569

販売費及び一般管理費 ※１1,833,326 ※１1,322,682

営業利益又は営業損失（△） △1,699,819 579,886

営業外収益

受取利息 1,817 193

受取配当金 6,177 5,823

還付消費税等 715 5,725

その他 8,542 15,757

営業外収益合計 17,252 27,498

営業外費用

支払利息 43,043 94,451

支払手数料 15,816 180,395

持分法による投資損失 22,039 －

貸倒引当金繰入額 － 90,977

その他 5,314 6,715

営業外費用合計 86,213 372,540

経常利益又は経常損失（△） △1,768,780 234,845

特別利益

固定資産売却益 2,124 －

関係会社株式売却益 － 85,895

受取和解金 26,500 －

投資有価証券売却益 22,473 －

特別利益合計 51,097 85,895

特別損失

固定資産売却損 3,000 －

固定資産除却損 43,318 102,992

減損損失 671,175 －

課徴金 － ※２258,480

その他 93,130 -

特別損失合計 810,624 361,472

税金等調整前四半期純損失（△） △2,528,308 △40,732

法人税、住民税及び事業税 85,384 64,994

法人税等調整額 91,465 10,985

法人税等合計 176,850 75,980

四半期純損失（△） △2,705,158 △116,712

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△32,550 4,960

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,672,608 △121,673
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

四半期純損失（△） △2,705,158 △116,712

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 17,857 △106,643

為替換算調整勘定 1,856 △2,102

その他の包括利益合計 19,713 △108,745

四半期包括利益 △2,685,445 △225,458

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,652,894 △230,418

非支配株主に係る四半期包括利益 △32,550 4,960
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △2,528,308 △40,732

減価償却費 195,770 244,227

減損損失 671,175 -

のれん償却額 21,638 7,873

貸倒引当金の増減額（△は減少） - 90,977

受取利息及び受取配当金 △7,994 △6,016

支払利息 43,043 94,451

受取和解金 △26,500 -

課徴金 - 258,480

持分法による投資損益（△は益） 22,039 -

投資有価証券売却損益（△は益） △22,473 -

関係会社株式売却損益（△は益） - △85,895

有形固定資産売却損益（△は益） 875 -

有形固定資産除却損 38,516 -

無形固定資産除却損 4,802 102,992

売上債権の増減額（△は増加） △1,707,062 △448,509

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,250,538 1,191,862

仕入債務の増減額（△は減少） 1,372,095 △554,891

その他 △1,657,834 399,676

小計 1,670,323 1,254,496

利息及び配当金の受取額 7,994 5,967

利息の支払額 △47,811 △95,107

和解金の受取額 26,500 -

法人税等の支払額 △52,922 △81,732

法人税等の還付額 126,205 -

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,730,289 1,083,623

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,819,461 △954,749

有形固定資産の売却による収入 35,826 -

無形固定資産の取得による支出 △281,287 △57,292

無形固定資産の売却による収入 - 1,000

投資有価証券の売却による収入 13,590 -

関係会社株式の売却による収入 9,100 -

出資金の払込による支出 △4,257 -

出資金の売却による収入 70,115 -

貸付けによる支出 △1,300 -

貸付金の回収による収入 14,197 193,633

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △132,196 -

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 - △14,005

敷金及び保証金の差入による支出 △9,989 △1,005

敷金及び保証金の回収による収入 - 13,177

その他 △11,965 -

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,117,627 △819,242
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △724,094 401,067

長期借入れによる収入 570,000 -

長期借入金の返済による支出 △121,654 △1,130,315

社債の償還による支出 △16,500 △17,500

リース債務の返済による支出 △10,657 △67,037

セール・アンド・リースバックによる収入 920,312 -

ストックオプションの行使による収入 3,504 5,840

自己株式の取得による支出 △19 -

非支配株主からの払込みによる収入 28,800 -

非支配株主への払戻による支出 - △100

財務活動によるキャッシュ・フロー 649,690 △808,046

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,856 △2,102

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 264,209 △545,768

現金及び現金同等物の期首残高 2,795,857 3,619,039

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※3,060,066 ※3,073,271
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、ランフォワードパワー株式会社は解散し、ビックソーラーパーク２号匿名組合

は匿名組合事業が終了したため、連結の範囲から除外しております。

また、日本電力株式会社は全株式を売却したため、連結の範囲から除外しております。

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会

計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的

な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸

表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間および前

連結会計年度については、四半期連結財務諸表および連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)および事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告32号 平成28年６月17日）を当第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成27年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

商 品 1,210千円 -千円

仕掛品 1,329,887 129,827

原材料及び貯蔵品 296,813 305,790

※２ 資産の額から直接控除している貸倒引当金の額

前連結会計年度
（平成27年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

投資その他の資産 -千円 90,977千円

※３ 当社グループは、機動的かつ安定的な資金調達枠を確保するとともに、より一層の財務基盤の強化を図るこ

とを目的として、取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しております。

前連結会計年度
（平成27年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

貸出コミットメントの総額 -千円 5,300,000千円

借入実行残高 - 3,749,300

差引額 - 1,550,700

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

給与手当 376,576千円 391,796千円

※２ 当社は、平成26年12月12日付過年度の有価証券報告書等の訂正に関して、証券取引等監視委員会から内閣総

理大臣及び金融庁長官に対して、平成28年４月15日付にて課徴金納付命令を発出するよう勧告がなされ、平成

28年５月23日付にて金融庁から課徴金納付命令が出たことに伴い、課徴金258,480千円を特別損失に計上して

おります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日)

現金及び預金勘定 3,060,066千円 3,073,271千円

現金及び現金同等物 3,060,066 3,073,271
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

当第２四半期連結累計期間において株主資本は2,669,123千円減少し、当第２四半期連結会計期間末にお

ける株主資本は3,019,592千円となっております。主な変動の理由は利益剰余金が2,672,608千円減少したこ

とによるものです。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日）

当社グループは、エネルギー流通情報事業を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日）

当社グループは、エネルギー流通情報事業を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 55円48銭 2円52銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（千円） 2,672,608 121,673

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損
失金額（千円）

2,672,608 121,673

普通株式の期中平均株式数（株） 48,176,762 48,200,848

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純

損失金額であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

資本・業務提携

当社は、平成28年８月10日開催の取締役会において、KDDI株式会社（本社：東京都新宿区、代表取締役社長：

田中 孝司、以下「KDDI」）と資本提携を伴う業務提携を行うことについて決議し、同日付で資本提携契約及び

業務提携契約を締結いたしました。

（1）資本・業務提携の理由

当社とKDDIは、本業務提携により、当社の持つ電力の需給管理オペレーションのノウハウや電気の安定供給

体制に、KDDIの持つ顧客基盤、販売チャネル等のリソース、ノウハウを融合し、エネルギーと情報が融合した

サービス（以下、「エネルギー情報サービス」）の企画・運営を共同で行います。これによりKDDIの電力事業

の拡大と当社のエネルギーマネジメント事業における業務代行サービスやパワーマーケティング事業における

電力卸取引サービスにおける一層の成長を図ってまいります。また、本業務提携の具体的な取組みに関する協

議を継続的に行うため提携推進委員会を両社で設置いたします。

さらに、本資本提携により、KDDIは当社の筆頭株主となるだけでなく、代表取締役社長を含む３名の取締役

を派遣することとなり、当社の経営に関与いたします。

当社は、本資本・業務提携により、競争力と収益力を強化し、企業価値向上に努めてまいります。

（2）資本提携の内容

当社は、KDDIによる株式取得後、最初に開催される当社株主総会において、KDDIが指名する３名を当社の取

締役として（３名のうち２名は常勤取締役、１名は非常勤取締役）選任する議案を付議する予定です。

また、選任する２名の常勤取締役のうち、１名は代表取締役社長、もう１名は財務統括担当の取締役となる

予定です。

（3）業務提携の内容

提携する業務は次のとおりです。

① KDDI及び当社の電力事業全般に関する業務

② 法人市場における電力商材の販売に関する業務

③ エネルギー情報サービスの企画・開発・運営を共同で検討する業務

④ その他、両当事者の協議により別途決定する業務

さらに、両社は事業拡大に限らず人材交流も含めた継続的な協議を行います。

（4）資本・業務提携の相手先の概要（平成28年６月現在）

① 名称 KDDI 株式会社

② 本店所在地 東京都新宿区西新宿２丁目３番２号

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 田中 孝司

④ 事業内容 電気通信事業

⑤ 資本金 141,852百万円

（5）日程

① 取締役会決議日 平成28年８月10日

② 契約締結日 平成28年８月10日

③ 業務提携開始日 平成28年８月17日（予定）
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年８月10日

株式会社エナリス

取締役会 御中

京都監査法人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋藤 勝彦 印

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩崎 亮一 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エナリ

スの平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エナリス及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成28年８月10日開催の取締役会において、KDDI株式会社と資本提

携を伴う業務提携を行うことについて決議し、契約を締結した。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

6079/E27900/エナリス/2016年
－24－


	表紙～目次
	企業の概況
	事業の状況
	提出会社の状況
	経理の状況（概要）
	連結財務諸表
	保証会社情報
	レビュー報告書（連結）



